
にしのみやしファミリー・サポート・センター 

新型コロナウイルス感染症対策事業補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症対策に伴う学校園等の臨時休業等により、

にしのみやしファミリー・サポート・センター事業を利用した場合において、利用料相当

額を補助することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

（対象者） 

第２条 補助金の交付の対象者は、にしのみやしファミリー・サポート・センター事業実施

要綱第６条に規定する依頼会員とする。 

 

（補助の対象） 

第３条 補助金の交付の対象は、令和２年４月１日から令和２年５月３１日までの間にお

いて新型コロナウイルス感染症対策に伴う学校園等の臨時休業等により、ファミリー・サ

ポート・センター事業を利用した場合の利用料相当額とする。ただし、食事代や交通費な

どの実費については、補助金の対象外とする。 

 

（補助金の上限額） 

第４条 補助金の交付額は、子供１人につき１時間当たり８００円を上限とし、かつ１日当

たり６，４００円を上限とする。 

 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長の定める期

日までに、にしのみやしファミリー・サポート・センター新型コロナウイルス感染症対策

事業補助金交付申請書（第１号様式）（以下「申請書」という。）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 前項に規定する申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）援助活動報告書 

（２）その他、市長が必要と認めるもの 

 

（交付決定） 

第６条 市長は、申請受理後、提出のあった申請書及び必要書類について速やかに審査を行

い、交付の可否及び補助金額について決定する。 

２ 市長は、交付を行うことを決定したときは、申請者に対し、にしのみやしファミリー・



サポート・センター新型コロナウイルス感染症対策事業補助金交付決定通知書（第２号様

式）により通知する。 

３ 市長は、第 1項の審査の結果、補助金を交付することが不適当であると認めたときは、

申請者に対し理由を付して、にしのみやしファミリー・サポート・センター新型コロナウ

イルス感染症対策事業補助金不交付決定通知書（第３号様式）により通知する。 

 

（交付の請求） 

第７条 申請者は、補助金の交付を受けようとするときは、市長が定める期日までに、にし

のみやしファミリー・サポート・センター新型コロナウイルス感染症対策事業補助金交付

請求書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

 

（決定の取消し） 

第８条 市長は、申請内容に虚偽の記載があった場合、又は申請者がこの要綱の規定に違反

したとき、若しくは不正な手段により補助金の交付を受けたと認めた場合、にしのみやし

ファミリー・サポート・センター新型コロナウイルス感染症対策事業補助金交付決定取消

通知書（第５号様式）により、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

 

（補助金の返還） 

第９条 市長は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、当該取消

しに係る補助金がすでに交付されているときは、にしのみやしファミリー・サポート・セ

ンター新型コロナウイルス感染症対策事業補助金返還命令書（第６号様式）により、速や

かにその返還を命じなければならない。 

 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定めるものとする。 

 

付 則 

この要綱は、令和２年５月２２日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 


